
マイナー作物農薬登録対策について

１ 平成１４年１２月の農薬取締法改正により、農薬を適用作物

以外の農作物等に使用することが罰則をもって禁止されたとこ

ろである。一方マイナー作物については、使用可能な農薬が限

られることからその生産に懸念が生じている。

２ このため

① マイナー作物への農薬登録が進むよう農作物の形状、利用

部位などから類似性の高い作物をグループ化し、グループご

とに農薬登録ができる仕組みを導入するとともに、

、 （ ） 、② 当面の経過措置として 法施行後 １５年３月 ２年程度

マイナー作物等について農林水産大臣が承認した場合には、

当分の間農薬が使用できる仕組みを設けたところである。

３ また、この経過措置の期間中に、農薬登録に必要な作物残留

性等のデータを都道府県等において整備し、これらのデータに

基づき適用拡大が促進されるよう

① 都道府県、地域ブロック、中央の各段階において「マイナ

ー作物等農薬登録推進協議会」を設置し、各県が相互に連携

して、適用拡大に必要なデータの作成を効果的に行うための

調整を行うとともに

② 農林水産省において都道府県が実施するマイナー作物の作

物残留試験等への助成を行うこととしているところである。

４ 今後、農薬のマイナー作物への適用拡大が円滑に進みその生

産に支障が生じることがないよう、こうした取組の一層の推進

を図ってまいりたい。



マイナ－作物対策について

　各都道府県からの経過措置要望
　　　　　　　　  　 →農林水産大臣の承認

　農薬と作物の組み合わせで延べ約９，０００件

作物グル－プ化の検討 マイナ－作物等の経過措置と登録促進

　　　　植物学的に類似性が高く、作物としての利用部位
　　　　が同一であり、形状等が大きく異ならない作物をグ
　　　　ル－プ化し、以下のグル－プ単位（１１）で農薬登
　　　　録を受け付けることとしている。

　麦類、豆類（種実）、豆類（未成熟）、非結球アブラナ科
　葉菜類、なばな類、非結球レタス、うり類（漬物用）、
　かんきつ、小粒核果類、ベリ－類、とうがらし類

上記１１種類以外
にもグル－プ化で
きる作物を検討

各都道府県内での登録拡
大に必要な試験の実施

・作物残留試験
・薬効試験
・薬害試験

マイナ－作物等農薬登録促進協議
会による調整

○試験実施の効率的実施の調整
　（都道府県相互間の重複調整）
○既存デ－タの活用
○試験実施計画への技術的助言
　（都道府県への指導による効率化）
○メ－カ－独自のデ－タ作成

　
　

・メ－カ－への協力要請

メ－カ－による適用拡大変更申請
（申請手数料９７，５００円はメ－カ－負担）

更なる作物グル－プ化

一
年
目

二
年
目

補助事業に
よる試験費
用の支援

「残留農薬評価
のための地域特
産作物の分類法
の開発」（技術会
議の研究事業）

三
年
目

農薬残留基準（農薬ごと、作物ごとの残留基準／食品衛生法）のポジリスト化により、基準のない農薬が検出された農産物の流通は、
内外無差別に規制される。

これらにより、試
験費用を削減

２年間を目途に要望された適用拡大を終了


